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第４次産業革命に対応した職業訓練指導員（テクノ

インストラクター）の育成等に関する調査・研究 
【 調査研究概要 】 

分 野：職業能力開発の実践に必要な調査研究 

担当室：高度技能者養成訓練開発室 

 

１．はじめに 

平成 30 年度に実施した調査研究「第 4 次産業

革命に対応した公共職業訓練で求められる訓練

内容等の整理・分析」[１]では、第 4 次産業革命

の進展に伴って、公共職業訓練で必要となる「訓

練内容」、「訓練方法」、「職業訓練指導員（以下

「指導員」という）に必要な能力」等について整

理した。 

この内容を基に本調査研究では、令和元年度

に各カリキュラム等検討委員会において具体的

なカリキュラムの検討を行った。また、第 4 次

産業革命に対応した訓練を実施するために、指

導員研修体系を整理し不足している分野につい

ては新たに研修カリキュラムを開発した。 

最終年度となる令和 2 年度は、第 4 次産業革

命の進展に対応した指導員の育成のための研修

を実施し、その検証を実施した。 

 

２．調査研究の概要 

２－１ 期間 

2 年間（令和元年度～2 年度） 

２－２ 調査・研究内容 

（１）指導員の育成プログラム開発、研修体系

の作成 

（２）訓練教材・方法、訓練設備・環境の検討 

（３）指導員育成のための教材等開発 

（４）指導員研修の実施・検証・充実 

 

３．研究会の設置・構成等 

３－１ 研究会の設置 

第４次産業革命に対応した訓練カリキュラム

開発及び指導員の育成等に関する研究会 

３－２ 委員構成 

令和元年度 

職業大 4 名 

職業能力開発大学校 3 名 

高度訓練センター 1 名 

令和 2 年度 

職業大 5 名 

職業能力開発大学校 2 名 

附属職業能力開発短期大学校 1 名 

職業能力開発促進センター 3 名 

３－３ 研究会の開催 

令和元年度 

第 1 回 令和元年 7 月 16 日～17 日 

第 2 回 令和元年 10 月 7 日 

第 3 回 令和元年 2 月 3 日～4 日 

令和 2 年度 

第 1 回 令和 2 年 7 月 29 日～30 日 

第 2 回 令和 2 年 11 月 5 日～6 日 

第 3 回 令和 2 年 2 月 9 日～10 日 

３－４ 担当部署 

【機構本部】 

求職者支援訓練部訓練企画課新訓練推進室 

【職業大】 

研修部研修課 

基盤整備センター 

開発部高度技能者養成訓練開発室 

開発部訓練技法開発室（令和元年度のみ） 

開発部在職者訓練開発室（令和元年度のみ） 

 

４．職業大における指導員育成 

４－１ 研修体系 

第 4 次産業革命に対応した訓練の実施に必要

な研修体系を整理し、研修を受講する際の参考

となるものとした。機械設計を専門とする指導

員の研修体系の一例を図 4-1 に示す。 

 

 
図４―１ ＰＴＵ研修体系（一例） 

 

４－２ 研修パッケージ 

人材ニーズ等に対応するために指導員が研修

 



- 2 - 

 

を受講する際の参考となるものとした。PTU ラ

ーニングファクトリーを活用した研修体系の一

例を図 4-2 に示す。 

 

 
図４―２ ＰＴＵ研修パッケージ（一例） 

 

４－３ 基礎研修 

すべての指導員が第 4 次産業革命に伴う技術

革新の進展に対応した能力を付与するための基

礎研修を設定し、そのカリキュラムを開発した。

基礎研修の概要を図 4-3 に示す。 

 

 
図４―３ 基礎研修カリキュラム概要 

 

４－４ 専門技術研修 

①職業大研修の中から第 4 次産業革命に対応

した人材育成を展開する上で、必要となる手段

を実践している研修を新たに第 4 次産業革命対

応の専門技術研修とするとともに②指導員が有

する専門分野に対応し、業務の効率化等が可能

となるデジタル技術等を付与し、複合的な訓練

が展開できることを目指した専門技術研修カリ

キュラムを開発した。③更に企業の課題を想定

し、IoT などのデジタル技術を活用しながら指導

員自らが解決方法を探る PBL（Project Base 

Learning）型の研修等の企画も行った。カリキュ

ラムの一例を図 4-4 に示す。 

 

  
図４―４ 専門技術研修カリキュラム（一例） 

 

５．まとめ 

厚生労働省において、第 11 次職業能力開発基

本計画の策定に向けた研究会において、「今後の

人材開発政策の在り方に関する研究会報告書」

がまとめられた。これによると今後の人材開発

の取組みとして①IT 等のデジタル技術を活用し

た課題解決、業務効率化、他の業務領域との協

力・連携ができる人材、②セキュリティや統計

分析を始めとした IT リテラシーの付与、③職業

訓練分野に VR や AR などの ICT を積極的に取

り入れ、職業訓練の質を向上などが挙げられて

いる。 

指導員においても上述の取組みに対応できる

人材が求められるため、研修等を活用した指導

員育成について継続的に検討、実施する必要が

ある。 

最後に、第 4 次産業革命の進展への対応に係

る調査研究は、平成 30 年度から 3 年間にわたっ

て実施され、その実施にあたり多くの皆様にご

協力いただきました。ご協力いただきました企

業及び委員の皆様に心より感謝申し上げます。 
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